
JP 4575984 B2 2010.11.4

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水素を含む有機金属の成分を吸着した基板に酸化ガスあるいは窒化ガスを用いてプラズ
マを発生させて薄膜を形成する原子層成長装置であって、
　高周波電力の供給を受けてプラズマを断続的に発生させるプラズマ発生源と、このプラ
ズマ発生源に対向する位置に、基板が載置される基板ステージとが配設された成膜容器と
、
　前記基板上で発光する、６５５．３ｎｍ～６５７．３ｎｍの波長帯域に含まれる光の発
光強度を、成膜容器に設けられた観測窓を介して検出する発光強度検出部と、
　断続的にプラズマが発生する毎に検出される前記光の発光強度の中のピーク発光強度を
基準として、前記発光強度検出部で検出した発光強度の値が所定値以下となるとき、前記
プラズマ発生源の高周波電力の供給を停止する電力制御部と、を有することを特徴とする
原子層成長装置。
【請求項２】
　前記電力制御部は、前記プラズマ発生源に供給する高周波電力の反射電力を計測し、反
射電力が予め設定された値以下になった時点を基準として、前記発光強度の値の検出を開
始する、請求項１に記載の原子層成長装置。
【請求項３】
　前記発光強度検出部は、６５５．３～６５７．３ｎｍを透過帯域として含むバンドパス
フィルタを用いて発光強度を検出する、請求項１または２に記載の原子層成長装置。



(2) JP 4575984 B2 2010.11.4

10

20

30

40

50

【請求項４】
　前記プラズマ発生源は、アンテナ、誘導電極、または平行平板電極である、請求項１～
３のいずれか１項に記載の原子層成長装置。
【請求項５】
　水素を含む有機金属の成分を吸着した基板に酸化ガスあるいは窒化ガスを用いてプラズ
マを発生させて薄膜を形成する薄膜形成方法であって、
　成膜容器内に有機金属ガスを断続的に導入して、基板上に有機金属の成分を吸着させる
ステップと、
　基板に有機金属の成分が吸着する毎に、前記成膜容器内に酸化ガスまたは窒化ガスを導
入してプラズマを発生し、前記有機金属の成分を酸化または窒化させるステップと、
　前記プラズマを発生させる毎に、前記基板上で発光する、６５５．３ｎｍ～６５７．３
ｎｍの波長帯域に含まれる光の発光強度を、成膜容器に設けられた観測窓を介して検出す
るステップと、
　断続的にプラズマが発生する毎に検出される前記光の発光強度の中のピーク発光強度を
基準として、検出した発光強度の値が所定値以下となるとき、プラズマの発生を停止する
ステップと、を有することを特徴とする薄膜形成方法。
【請求項６】
　前記発光強度を検出するとき、プラズマを発生させる発生手段に高周波電力を供給する
ときの反射電力を計測し、この反射電力が予め設定された値以下になった時点を基準とし
て、前記発光強度の値の検出を開始する、請求項５に記載の薄膜形成方法。
【請求項７】
　前記発光強度を検出するとき、６５５．３～６５７．３ｎｍを透過帯域として含むバン
ドパスフィルタを用いて発光強度を検出する、請求項５または６に記載の薄膜形成方法。
【請求項８】
　前記プラズマの発生は、アンテナ、誘導電極、または平行平板電極のプラズマ発生源を
用いて行う、請求項５～７のいずれか１項に記載の薄膜形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水素を含む有機金属の成分を吸着した基板に酸化ガスあるいは窒化ガスを用
いてプラズマを発生させて薄膜を形成する原子層成長装置および薄膜形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　基板上に原子層単位で薄膜を形成する原子層成長法（以下、省略してＡＬＤ（Atomic L
ayer Deposition）法ともいう）は、形成しようとする膜を構成する元素を主成分とする
２種類のガスを成膜対象基板上に交互に供給し、基板上に原子層単位で薄膜を形成するこ
とを複数回繰り返して所望厚さの膜を形成する薄膜形成技術である。例えば、基板上にＡ
ｌ2Ｏ3膜を形成する場合、ＴＭＡ（Tri-Methyl Aluminum）からなる原料ガスとＯを含む
酸化ガスが用いられる。また、基板上に窒化膜を形成する場合、酸化ガスの代わりに窒化
ガスが用いられる。
【０００３】
　ＡＬＤ法では、原料ガスを供給している間に１層あるいは数層の原料ガス成分だけが基
板表面に吸着され、余分な原料ガスは成長に寄与しない、成長の自己停止作用（セルフリ
ミット機能）を利用する。
【０００４】
　ＡＬＤ法は、一般的なＣＶＤ（Chemical Vapor Deposition）法と比較して高い段差被
覆性と膜厚制御性を併せ持ち、メモリ素子のキャパシタや、「high-kゲート」と呼ばれる
絶縁膜の形成への実用化が期待されている。また、３００℃程度の低温で絶縁膜が形成可
能であるため、液晶ディスプレイなどのように、ガラス基板を用いる表示装置の薄膜トラ
ンジスタのゲート絶縁膜の形成への適用なども期待されている。
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【０００５】
　このＡＬＤ法において、基板に吸着した原料ガスの成分を酸化するとき、酸化ガスを用
いてプラズマを発生させることによって生じる酸素ラジカルを用いて、基板に吸着した原
料ガスの成分を酸化する。このときプラズマの発生時間は数１００ｍ秒～数秒に固定され
て処理が行われる。
　例えば、下記特許文献１には、窒化タンタル膜のプラズマＡＬＤが記載されている。当
該文献１では、還元のために用いるＨ２プラズマパルスの発生時間は、２０００～４００
０ｍ秒に固定されて設定されている（当該文献［００６４］参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－１８４６８８号
【０００７】
　このようなＡＬＤ法において、酸化膜もしくは窒化膜を形成するために、酸化ガスまた
は窒化ガスを用いてプラズマを発生させた場合、酸化膜もしくは窒化膜等の薄膜の厚さや
特性（稠密度、耐圧性、屈折率）が、プラズマの発生密度分布に対応して分布して不均一
になることが多い、といった問題点がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　そこで、本発明は、上記問題点を解決するために、酸化膜もしくは窒化膜等の薄膜の厚
さや特性が均一になるように薄膜を形成し、かつ、この薄膜を効率よく形成することので
きる原子層成長装置および薄膜形成方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
上記目的は、水素を含む有機金属の成分を吸着した基板に酸化ガスあるいは窒化ガスを用
いてプラズマを発生させて薄膜を形成する以下の原子層成長装置により達成することがで
きる。
　すなわち、原子層成長装置は、
（Ａ）高周波電力の供給を受けてプラズマを断続的に発生させるプラズマ発生源と，この
プラズマ発生源に対向する位置に、基板が載置される基板ステージとが配設された成膜容
器と、
（Ｂ）前記基板上で発光する、６５５．３ｎｍ～６５７．３ｎｍの波長帯域に含まれる光
の発光強度を、成膜容器に設けられた観測窓を介して検出する発光強度検出部と、
（Ｃ）断続的にプラズマが発生する毎に、検出される前記光の発光強度の中のピーク発光
強度を基準として、前記発光強度検出部で検出した発光強度の値が所定値以下となるとき
、前記プラズマ発生源の高周波電力の供給を停止する電力制御部と、を有する。
【００１０】
　その際、前記電力制御部は、前記プラズマ発生源に供給する高周波電力の反射電力を計
測し、反射電力が予め設定された値以下になった時点を基準として、前記発光強度の値の
検出を開始することが好ましい。
　また、前記発光強度検出部は、６５５．３～６５７．３ｎｍを透過帯域として含むバン
ドパスフィルタを用いて発光強度を検出することが好ましい。
　さらに、前記プラズマ発生源は、アンテナ、誘導電極、または平行平板電極、すなわち
、電磁波結合型、誘導結合型、または容量結合型であることが好ましい。
【００１１】
　さらに、上記目的は、水素を含む有機金属の成分を吸着した基板に酸化ガスあるいは窒
化ガスを用いてプラズマを発生させて薄膜を形成する以下の薄膜形成方法により達成する
ことができる。
　すなわち、薄膜形成方法は、
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（Ｄ）成膜容器内に有機金属ガスを断続的に導入して、基板上に有機金属の成分を吸着さ
せるステップと、
（Ｅ）基板に有機金属の成分が吸着する毎に、前記成膜容器内に酸化ガスまたは窒化ガス
を導入してプラズマを発生し、前記有機金属の成分を酸化または窒化させるステップと、
（Ｆ）前記プラズマを発生させる毎に、前記基板上で発光する、６５５．３ｎｍ～６５７
．３ｎｍの波長帯域に含まれる光の発光強度を、成膜容器に設けられた観測窓を介して検
出するステップと、
（Ｇ）断続的にプラズマが発生する毎に、検出される前記光の発光強度の中のピーク発光
強度を基準として、検出した発光強度の値が所定値以下となるとき、プラズマの発生を停
止するステップと、を有する。 
【００１２】
　前記発光強度を検出するとき、プラズマを発生させる発生手段に高周波電力を供給する
ときの反射電力を計測し、この反射電力が予め設定された値以下になった時点を基準とし
て、前記発光強度の値の検出を開始することが好ましい。
　また、前記発光強度を検出するとき、６５５．３～６５７．３ｎｍを透過帯域として含
むバンドパスフィルタを用いて発光強度を検出することが好ましい。
　また、前記プラズマの発生は、アンテナ、誘導電極、または平行平板電極、すなわち、
電磁波結合型、誘導結合型、または容量結合型のプラズマ発生源を用いて行うことが好ま
しい。　
【発明の効果】
【００１３】
　上述の原子層成長装置および薄膜形成方法では、基板上で発光する光の所定の波長の発
光強度を、成膜容器に設けられた観測窓を介して検出し、検出した発光強度の値が所定値
以下になるとき、プラズマ発生源への高周波電力の供給を停止する。このように、基板は
、必要な時間のみプラズマに晒されるので、プラズマの発生密度分布に対応して不均一に
薄膜が形成されることはない。つまり、薄膜の厚さや特性が均一になるように、薄膜を形
成し、かつこの薄膜を効率よく形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の原子層成長装置の一実施例であるＡＬＤ装置の構成を表す概略図である
。
【図２】図１に示すＡＬＤ装置におけるアンテナアレイと給電ユニットを説明する図であ
る。
【図３】（ａ）は、光検出センサで検出される光強度の時間変化の一例を示すグラフであ
り、（ｂ）は、反射電力の時間変化の一例を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の原子層成長装置および薄膜形成方法について詳細に説明する。
　図１は、本発明の原子層成長装置の一実施例であるＡＬＤ装置の構成を表す概略図であ
る。図２は、図１に示すＡＬＤ装置におけるアンテナアレイと給電ユニットを説明する図
である。
【００１６】
　図１に示すＡＬＤ装置１０は、ＴＭＡ（Tri-Methyl Aluminum）等の水素を有する有機
金属の原料ガスとＯを含む酸化ガスとが用いられて薄膜を形成する。その際、有機金属の
原料ガスと酸化ガスを成膜対象の基板４２上に交互に供給する。酸化ガスを供給する時、
反応活性を高めるために、Ｏを含む酸化ガスを用いてプラズマを発生させて基板上に原子
層単位で金属酸化物の薄膜を形成する。上記処理を１サイクルとして、処理を複数サイク
ル繰り返すことにより所望の厚さの薄膜を形成する。なお、酸化ガスの替わりに窒化ガス
を用いることもできる。ＴＭＡを有機金属として用いた場合、基板上にＡｌ2Ｏ3の薄膜が
形成される。
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【００１７】
　ＡＬＤ装置１０は、給電ユニット１１と、成膜容器１２と、ガス供給部１４，１５と、
真空ポンプなどの排気部１６，１７と、を有して構成される。以下、基板上に酸化膜を形
成する場合を例に挙げて説明するが、窒化膜の場合も同様である。
【００１８】
　給電ユニット１１は、成膜容器１２に設けられている後述するアンテナアレイの各アン
テナ素子２６に電力（高周波信号）を供給するユニットである。給電ユニット１１は、光
検出センサ１１ａと、制御部１１ｂと、反射電力計測部１１ｃと、電力供給部３４と、分
配器３６と、を有する。
　図２に示すように、分配器３６は、電力供給部３４で生成された高周波信号を各アンテ
ナ素子２６に供給する。分配器１３から各アンテナ素子２６にいたる給電線の長さは同じ
である。
【００１９】
　ガス供給部１４は、供給管１８を介して、成膜容器１２の一方の側壁（図中左壁）に形
成された供給孔２０に接続されている。ガス供給部１４は、供給管１８および供給孔２０
を介して、成膜容器１２内に原料ガスである有機金属のガスまたは酸化ガスを水平方向に
供給する。また、ガス供給部１５は、供給管１９を介して、成膜容器１２の上壁に形成さ
れた供給孔２１に接続されている。ガス供給部１５は、供給管１９および供給孔２１を介
して、成膜容器１２内に酸化ガスまたは原料ガスである有機金属ガスを基板に対して垂直
方向に供給する。原料ガスの供給と酸化ガスの供給は交互に行われる。
【００２０】
　一方、排気部１６は、排気管２２を介して、成膜容器１２の、右壁に形成された排気孔
２４に接続されている。排気部１６は、排気孔２４および排気管２２を介して、成膜容器
１２内に交互に供給された原料ガスおよび酸化ガスを水平方向に排気する。また、排気部
１7は、排気孔２５および排気管２３を介して、成膜容器１２内を鉛直方向に真空引きす
る。原料ガスの排気と酸化ガスの排気は交互に行われる。
【００２１】
　図示されないが、供給管１８，１９の途中には、ガス供給部１４，１５と成膜容器１２
との導通を制御する開閉弁（例えば、電磁弁）が設けられ、排気管２２，２３の途中には
、それぞれ、排気部１６，１７と成膜容器１２との導通を制御する開閉弁が設けられてい
る。
【００２２】
　ガス供給部１４から成膜容器１２の成膜室２８内に原料ガスを供給する場合には供給管
１８の開閉弁が開放され、成膜室２８内にガスを供給する。ガス供給部１５から成膜容器
１４の成膜室２８内に酸化ガスを供給する場合には供給管１９の開閉弁が開放され、ガス
を供給する。供給されたガスを排気する場合には排気管２２の開閉が開放される。一方、
成膜容器１２を真空引きする場合には排気管２３の開閉弁が開放される。
【００２３】
　成膜容器１２は、金属製の中空箱形の形状を成して、接地されている。成膜容器１２の
内部には、上壁側から下壁側に向かって順に、所定径の複数の孔が開孔された金属製板状
のシャワーヘッド２９、複数のアンテナ素子２６からなるアンテナアレイ、ヒータ３０を
内蔵する基板ステージ３２が配設されている。成膜容器１２とシャワーヘッド２９は接地
されている。アンテナアレイは、アンテナ素子２６が配列される仮想平面が基板ステージ
３２と平行になるように配設されている。
【００２４】
　シャワーヘッド２９は、例えば、矩形の金属製のものである。図１に示すように、シャ
ワーヘッド２９は、成膜容器１２の上壁とアンテナアレイとの間に、基板ステージ３２と
平行に、成膜容器１２の内壁面に取り付けられている。シャワーヘッド２９に形成された
複数の孔は、複数のアンテナ素子２６の各々の両側（図中左右）の位置に間歇的に（所定
の間隔毎）設けられている。この複数の孔の形状は、複数のアンテナ素子２６の各々の長
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手方向（図中紙面に垂直な方向）に沿った細長い形状である。
【００２５】
　ガス供給部１５から成膜室２８内に供給された酸化ガスは、成膜室２８の上壁とシャワ
ーヘッド２９の上面との間の空間に拡散された後、シャワーヘッド２９に形成された複数
の孔を介して、成膜容器１２の上側から下側に向けてシャワーヘッド２９の下側の空間に
導入（供給）される。
【００２６】
　アンテナアレイは、酸化ガスを用いてプラズマを発生させるものであり、成膜容器１２
の、供給孔２０が形成された左壁と、排気孔２４が形成された右壁との間で、かつ、シャ
ワーヘッド２９と基板ステージ３２との間の空間に、基板ステージ３２の面に平行に設け
られ、かつ、複数のアンテナ素子２６が一定の間隔で平行に配設されている。複数のアン
テナ素子２６のそれぞれは、酸化ガスを供給する、シャワーヘッド２９の複数の孔の直下
に来ないように、成膜容器１２の横方向（図１中、左右方向）にずらして設けられている
。
【００２７】
　図２に示すように、電力供給部３４で発生されたＶＨＦ帯（例えば、８０ＭＨｚ）の高
周波信号（高周波電力）が分配器３６に供給され、分配器３６において、高周波信号が分
割される。これらの高周波信号が複数のアンテナ素子２６の突出する基部に、インピーダ
ンス整合器３８を介して供給される。インピーダンス整合器３８は、プラズマの発生中に
アンテナ素子２６の負荷の変化によって生じるインピーダンスの不整合を調整する。
【００２８】
　なお、アンテナ素子２６は、例えば、銅、アルミニウム、白金等の導電性の棒状のモノ
ポールアンテナ（アンテナ本体）３９が、例えば、石英やセラミックなどの誘電体からな
る円筒部材４０に収納されて構成されている。アンテナ本体３９を誘電体で覆うことによ
り、アンテナとしての容量とインダクタンスが調整され、アンテナ本体３９の長手方向に
沿って高周波信号を効率よく伝播させることができ、アンテナ素子２６から周囲に電磁波
を効率よく放射させることができる。
【００２９】
　アンテナ素子２６のそれぞれは、供給孔２０から基板ステージ３２に向けて供給される
原料ガスの流れ方向に対して直交する方向に延び、かつ、電気的に絶縁されて成膜容器１
２の側壁から突出するように取り付けられている。また、アンテナ素子２６のそれぞれは
、一定の間隔、例えば５０ｍｍ間隔で平行に配設されており、隣接したアンテナ素子２６
間の給電位置が互いに対向する側壁になるように設けられている。
　また、アンテナ素子２６のそれぞれは、基板ステージ３２の基板載置面と平行な方向に
配置される。さらに、複数のアンテナ素子２６の配列方向は基板ステージ３２の基板載置
面と平行な方向である。
【００３０】
　アンテナ素子２６は、例えば直径約６ｍｍのアンテナ本体を、直径約１２ｍｍの誘電体
の円筒部材中に設けて構成されている。成膜容器１２内の圧力が２０Ｐａ程度の場合、給
電ユニット１１から約１６００Ｗの高周波信号を供給すると、アンテナ素子２６のアンテ
ナ長が高周波信号の波長の（２ｎ＋１）／４倍（ｎは０または正の整数）に等しい場合に
定在波が生じて共振し、アンテナ素子２６の周囲に電磁波が放射されプラズマが発生する
。
　基板ステージ３２は、成膜容器１２の内壁面よりも小さい寸法の、例えば矩形の金属板
であり、図示されないパワーシリンダ等の昇降機構により上下に昇降される。基板ステー
ジ３２には、薄膜を形成する基板４２が載置される。
【００３１】
　給電ユニット１１は、光検出センサ１１ａと、制御部１１ｂと、反射電力計測部１１ｃ
と、電力供給部３４と、分配器３６と、を有する。
　基板ステージ３２に載置された基板４２の上方の、成膜容器１２の側壁には、石英等の
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透明部材により観測窓３３が設けられている。
　光検出センサ１１ａは、成膜容器１２の外側の、観測窓３３に対応する部分に設けられ
ている。光検出センサ１１ａの受光面の前面には、所定の波長の光を透過するバンドパス
フィルタが設けられている。これにより、光検出センサ１１ａは、特定の波長の光を受光
して発光強度を検出するように構成されている。光検出センサ１１ａで出力した信号は、
制御部１１ｂに送られる。バンドパスフィルタは、６５６．３ｎｍの水素ラジカルの発光
を主に検出するために、６５５．３～６５７．３ｎｍの波長帯域を少なくとも透過帯域と
する。
【００３２】
　このように成膜容器１２に観測窓３３を設けて、所定の波長の光を検出するのは、以下
の理由による。
　すなわち、プラズマ中で酸化ガスから解離生成した酸素ラジカルが、基板４２上に吸着
した水素原子を有する有機金属分子と反応し、その際に生成する水素ラジカルがプラズマ
中で励起され特定の光を放出する。光検出センサ１１ａはこの放出した光を検出し、この
検出結果がプラズマの発生の制御に用いられる。
【００３３】
　基板に吸着された有機金属の成分が、酸素ラジカルを用いて酸化されるとき、水素ラジ
カルが発生し、この水素ラジカルがプラズマ中で励起されたとき、特定の波長の光を発光
する。ＴＭＡ等の有機金属には水素原子が含まれているため、この有機金属の成分が吸着
された基板上で酸化反応が生じると、基板表面に吸着した有機金属の水素原子は金属原子
から分離され、その替わり酸素ラジカルが金属と結合して金属原子は酸化する。この分離
した水素ラジカルは、プラズマ中で励起される。この水素ラジカルが安定化するとき発光
する。この水素ラジカルの発光は、酸素ラジカルが有機金属の成分と反応する時に生じる
ので、水素ラジカルの発光を検出しこの光の強度変化を調べることにより、金属の酸化反
応の進行を知ることができる。この酸化反応が終わると、酸素ラジカルを供給しても、も
はや基板上で酸化は進行しない。このため、これ以降プラズマの発生を持続させる必要は
ない。プラズマの発生を続けると、逆にプラズマにより形成された酸化膜がダメージを受
ける可能性が高くなる。したがって、水素ラジカルの発光強度を検出することで、酸化反
応の進行を知ることができ、この酸化反応の進行が終了すると、プラズマの発生を終了す
るように制御する。
【００３４】
　反射電力計測部１１ｃは、電力供給部３４からの高周波信号の電圧と電流を計測するこ
とにより、アンテナ素子２６で反射する反射電力を計測する。計測した反射電力は制御部
１１ｂに送られる。反射電力を計測するのは、高周波電力の給電によってプラズマの発生
開始時期を知るためである。プラズマの発生は、高周波電力の給電で直ちに開始する訳で
はなく、共振を起こして反射電力が低下した時点でプラズマは発生する。そのとき、共振
するまでの時間は変動する。したがって、このプラズマの発生開始のタイミングを知り、
反射電力が予め設定された値以下になった時点を基準として、光検出センサ１１ａによる
発光強度の値の検出を開始する。
【００３５】
　制御部１１ｂは、このようなプラズマの発生開始時期を判定し、光検出センサ１１ａに
よる発光強度の値の検出を開始し、発光強度の検出結果に応じて高周波信号の供給を停止
する制御を行う。
　電力供給部３４は、制御部１１ｂの指示に応じて、例えば、８０ＭＨｚ等の高周波信号
を生成する部分である。
【００３６】
　図３（ａ）は、光検出センサ１１ａで検出される発光強度の時間変化の一例を示すグラ
フである。０秒において、アンテナ素子２６への高周波信号の供給を開始し、その後、プ
ラズマが発生し、水素ラジカルによる発光がＴ1秒に開始する。すなわち、酸化反応が開
始する。その後、発光強度はピーク（ピーク時の発光強度Ｐmax）を迎えた後、発光強度
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Ｐmaxのα倍（αは０より大きく１以下の所定値）により定めた閾値を発光強度がＴ2秒に
横切る。このとき、図３（ｂ）に示すように、反射電力は略Ｔ1秒で反射電力は予め設定
された値以下になる。すなわち、略Ｔ1秒でプラズマの発生は開始する。
　制御部１１ｂは、このようなとき、Ｔ1秒を酸化反応の開始時期とし、Ｔ2秒を酸化反応
の終了時期として、光検出センサ１１ａの光強度の検出および電力供給部３４の電力の供
給を制御する。
　上記例において、プラズマ発生時間は(Ｔ2－Ｔ1)秒であり、例えばαを１／ｅ（ｅは、
自然対数の底）としたとき、プラズマ発生時間(Ｔ2－Ｔ1) 秒は略数１０ｍ秒である。こ
のプラズマ発生時間は、従来のような数１００ｍ秒～数秒に固定されたプラズマ発生時間
に比べて極めて短い。
【００３７】
　このようにして、酸化した薄膜を原子層単位で形成することを複数回繰り返して所望厚
さの薄膜を形成する。
　上記実施形態では、光検出センサ１１ａを用いて酸化反応の進行を、水素ラジカルの発
光により知ることができるので、酸化反応が終了した状態を知ることができる。また、基
板に形成された薄膜は、プラズマに不必要に長時間晒されないので、薄膜の膜厚および特
性が従来に比べて均一になる。さらに、不必要なプラズマ発生時間がなくなるので薄膜の
形成を短時間に効率よく行うことができる。
【００３８】
　このようなＡＬＤ装置１０では、まず、成膜容器１２内に水素を含む有機金属のガスを
ガス供給部１４から導入して、基板４２上に有機金属の成分を吸着させる。その後、成膜
容器１２内にＯを含む酸化ガスをガス供給部１５から導入し、それと同時に、アンテナ素
子２６に給電してプラズマを発生させる。これによって生成される酸素ラジカルを用いて
、基板に吸着した有機金属の成分を酸化させる。
　プラズマが発生し、酸化反応が発生したとき、基板上で水素ラジカルが発生する。この
水素ラジカルが励起され安定化するとき発光し、この光の発光強度が、成膜容器１２に設
けられた観測窓３３を介して光検出センサ１１ａで検出される。制御部１１ｂは、検出し
た発光強度の値が所定値以下になるとき、プラズマの発生を停止するように、電力供給部
３４からの電力の供給を停止する。なお、有機金属のガスおよび酸化ガスを交互に置換し
て流すとき、ガスの置換時、不活性ガス等を流すことにより成膜室２８内のガスを正確に
入れ替えるようにするとよい。
【００３９】
　一方、プラズマを発生させるアンテナ素子２６に高周波電力を供給するとき、反射電力
を計測し、この反射電力が予め設定された値以下になった時点を基準として、発光強度の
値の検出を開始する。また、発光強度を検出するとき、６５５．３～６５７．３ｎｍを透
過帯域として含むバンドパスフィルタを用いて発光強度を検出する。
【００４０】
　なお、上記実施形態は、酸化ガスを用いて金属酸化膜を形成する場合であるが、酸化ガ
スの替わりに窒化ガスを用いて金属を窒化させるとき、本発明を適用することもできる。
　さらに、プラズマの発生は、プラズマ発生源としてアンテナを用いる電磁波結合型の替
わりに、誘導結合型あるいは容量結合型の発生源を用いて行うこともできる。すなわち、
プラズマを発生させる装置であれば特に制限されない。
【００４１】
　以上、本発明の原子層成長装置および薄膜形成方法について詳細に説明したが、本発明
の原子層成長装置および薄膜形成方法は上記実施形態に限定されず、本発明の主旨を逸脱
しない範囲において、種々の改良や変更をしてもよいのはもちろんである。
【符号の説明】
【００４２】
　１０　ＡＬＤ装置
　１１　給電ユニット
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　１１ａ　光検出センサ
　１１ｂ　制御部
　１１ｃ　反射電力計測部
　１２　成膜容器
　１４，１５　ガス供給部
　１６，１７　排気部
　２２，２３　供給管
　２４，２５　排気孔
　２６　アンテナ素子　
　２８　成膜室
　２９　シャワーヘッド
　３０　ヒータ
　３２　基板ステージ
　３８　インピーダンス整合器
　３９　モノポールアンテナ
　４２　基板
　４０　円筒部材
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